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石巻市立大川小学校裁判の理科教育，公教育，学校運営上の意義
児童4名、教員1名を除き現場にいた多数の児童、教職員、地域住民らが犠牲となった大川小学校
被災の原因究明が仙台地裁，高裁を通じて進んできた。発表者が集めた関連資料とあわせ，わかっ
ていても知識が生かされない問題，一人一人の教員が力を合わせれば実現できる組織力が発揮で
きない問題が浮かび上がってくる。 
★概要：大川小被災はなぜ，どのように生じたのか（投影スライド資料参照） 
★地学知識の面からみた大川小被災（地震学会モノグラフ論考参照） 
★教師，児童，保護者らの危機感が生かせた学校とのちがい（雄勝，相川，戸倉，山下第二小，
釡石事例などとの比較から，投影資料参照） 
★2004年宮城県第3次地震被害想定と2011年宮城県第4次地震被害想定調査中間報告（津波過小評
価の問題は，週刊金曜日論考参照）→大川小は宮城県内で最も危険な場所であったが，その知見
がどう扱われたのか（教員研修，ハザードマップなど，投影資料参照） 
★大川小控訴審で裁判所が原告・被告に求めたこと（求釈明・学校保健安全法参照） 
★明らかにしたこと（判決骨子・要旨最終ページ抜粋など参照） 
★バッファーゾーン明示義務／避難地域指定問題（配付資料参照）→災害伝承の困難問題 
★討議希望：判決の受けとめられ方（現場へのエールか，重しか）のちがいをどうみるか（報道
資料など参照） 
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以上の如く殆んど全施設が損害を受けたが，全々被
害をこうむらなかった施設がある。それは大鳥の小前
見島の西側（図中被害なしと記入）にあった施設であ
るｏ
この原因は
③すぐ東側に小前見島があり津波の影響が直接的で
なかった蔀
⑥施設様式が他と異っていた蔀
⑥水流の方向が施設に対して平行であった事，の３
つが考えられる。
他の施設は第12図の上部に示す筏（いかだ）式であ
るが，この部分の施設は下部の延縄式である。
もともと延縄式は波浪に対して幾分耐え得るように
考案されたものであり，通常の海の状態では小前見烏
附近は外洋に近く内湾より波浪があるので，かかる様
式のものを設置したのである。
は非常に広範囲にわたって浸水している。
特に気仙沼市の鹿折地区，内ノ脇地区の浸水は甚し
い。
７）かき垂下養殖施設移動分布
気仙沼滴にはかき挺殖施設約5,000台が大体一面に
分布しているが，ほとんど全面的な被害を受け，内
3,000台程度が沖合に流出，2,000台が湾内の各浜え破
損状態で打上げられた。
"11図に示す移動分布図は津波襲来前の位涜，打上
げられた位侭の明確であるもののみを記したが，移動
経路は図示の………の如くではない。この移動で注
意すべき郡は，束湾湾口に全養殖施設の約８割が集中
し,その後一部は沖合に流I11,一部は風で大島東岸に打
上げられ，残り２割が西湾に集り，流洲或は打上げら
れた。これは引波の場合水深の深い大鳥瀬戸，東湾を
通って大通の海水が流出したものと考えられる。
宮城県：チリ地震津波報告書（1961）から
バッファーゾーン明
示義務の根拠となっ
たと考えられる宮
城県での津波体験
の記録。 
津波によって浸水
域は変わる，逆転
も生じる。
昭和二十二年法律第百二十五号
国家賠償法
第一条　国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うに
ついて、故意又は過失によつて違法に他人に損害を加えたときは、国又は公
共団体が、これを賠償する責に任ずる。
○２　前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があつたときは、国
又は公共団体は、その公務員に対して求償権を有する。
第二条　道路、河川その他の公の営造物の設置又は管理に瑕疵があつたため
に他人に損害を生じたときは、国又は公共団体は、これを賠償する責に任ず
る。
○２　前項の場合において、他に損害の原因について責に任ずべき者があると
きは、国又は公共団体は、これに対して求償権を有する。
第三条　前二条の規定によつて国又は公共団体が損害を賠償する責に任ずる
場合において、公務員の選任若しくは監督又は公の営造物の設置若しくは管
理に当る者と公務員の俸給、給与その他の費用又は公の営造物の設置若しく
は管理の費用を負担する者とが異なるときは、費用を負担する者もまた、そ
の損害を賠償する責に任ずる。
○２　前項の場合において、損害を賠償した者は、内部関係でその損害を賠償
する責任ある者に対して求償権を有する。
第四条　国又は公共団体の損害賠償の責任については、前三条の規定による
の外、民法の規定による。
第五条　国又は公共団体の損害賠償の責任について民法以外の他の法律に別
段の定があるときは、その定めるところによる。
第六条　この法律は、外国人が被害者である場合には、相互の保証があると
きに限り、これを適用する。
附　則　抄
○１　この法律は、公布の日から、これを施行する。
○６　この法律施行前の行為に基づく損害については、なお従前の例による。
▲●平成29年３月２９日第１回口頭弁論
裁判長求釈明く釈明事項＞
1.第一審原告･被告らに対する釈明
大川小に在学していた児童の保護者は､学校教育法17条1項に基づき､児童を小学校に就学させ
る義務を負っていた(この就学させる義務の履行の督促を受け､なお履行しない保護者は､１０万円以
下の罰金に処せられる｡同法144条1項)上､石巻市教委によって､児童を就学させるべき小学校を大
川小に指定されていた(すなわち､保護者に就学させるべき小学校を選択する余地はない)関係にあっ
た(同法施行令5条2刺。
大川小に在学していた児童の在学関係が､上記のような特殊な在学関係であったことは､学校保健
安全法29条1項の定める｢危険等発生時対処要領の作成義務｣および同条2項の定める｢校長の､危
険等発生時において職員が適切に対処するために必要な措置を講ずべき義務｣の法的性質にいかな
る影響を及ぼす力殆
各当事者としての意見を取りまとめ､準備書面として提出されたい。
2.第一審原告に対する釈明
甲A160号証として提出されている｢Q&A学校災害対応ハンドブック』の｢第４章平常時のﾘｽｸマネ
ジメント｣の部分を､書面として提出されたい｡(第一審原告は､上記第４章の部分を最終準備書面で援
用しているが､甲A160号証として提出されているのは､｢第５章法規でみる学校災害対応』の部分の
みである｡）
3.第一審被告石巻市に対する釈明
(1)学校教育法施行令5条2項に基づき､石巻市教委が､大川小に在学中の児童の保護者に対し､就
学すべき小学校を指定した根拠となる石巻市教委の規則ないし規定を書証として提出されたい。
(2)石巻市教委が､学校保健安全法29条1項に基づき､石巻市内の市立小学校に対し､同項の定める
危険等発生時対処要領の作成を指示した平成22年２月８日付けの教育長名の文書(甲A40の1の１
４頁､第一審被告石巻市準備書面(2)(平成26年10月15日付け)の3頁､乙1の106頁参照)を書
証として提出されたい。
(3)上記(2)の作成指示後の石巻市教委の事務処理の経過を準備書面において説明されたい｡具体
的には､以下の通りである。
鵬市立小に対し､上記危険等発生時対処要領の作成を確認したかbそれはいつか。
鵬市立小に対し､作成された上記危険等発生時対処要領の写しの交付を求めたか｡それはいつか。
“･市立小が作成した上記危険等発生時対処要領の内容を確認したか｡それはいつ恥
⑳熔確認後､不備の是正を求めたことはあるか｡いつ､どの学校に対して求めたか。
“･市立小の校長に対し､学校保健安全法29条2項に基づいて､校長がなすべき､｢危険等発生時
対処要領の職員に対する周知､訓練の実施その他の危険等発生時において職員が適切に対処す
るために必要な措置jについて､指示をしたか｡いつ､いかなる内容の指示をしたか｡
(4)平成21年３月に石巻市が作成した防災ｶｲﾄ･ハザードマップのうち､河北地区以外のもの(河北地
区の者は乙４として提出済みである｡)をすべて所掌として提出されたい。
以上
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このページは判決要旨から（判決本文は裁判所判例データベースで公開）
